






　§ 217 Geschäftsmäßige Förderung der Selbsttötung
　（1） Wer in der Absicht, die Selbsttötung eines anderen zu fördern, 
diesem hierzu geschäftsmäßig die Gelegenheit gewährt, verschafft oder 
vermittelt, wird mit Freiheitsstrafe bis zu drei Jahren oder mit Geldstrafe 
bestraft.
　（2） Als Teilnehmer bleibt straffrei, wer selbst nicht geschäftsmäßig 









































































































・ 基本法 1 条 1 項， 2 条 1 項により憲法上保障されている各人の自己決定の
権利は自己の死をも包括している。自殺幇助を罰することができるとする
ことは，自己決定権を過剰に制限することになる。刑法は最後の手段でな
ければならないという原則も尊重されないことになる。
・ 医師と患者の関係は，その性質から，限定的にしか法的に規制することは
できない。このことは，まさに刑法に当てはまる。自殺幇助により医師を
罰することは，否定すべきである。医師の良心の自由（基本法 4 条）は，医
師と患者の関係をも含むものであって，刑法上の新たな規定は，憲法上の
理由からも否定すべきである。
・ 将来的に医療機関が処罰される危険性のある規定を置くよりも，むしろ医
療機関が行う死への援助は財政的に援助すべき。
・ 医師が処罰を恐れて死への援助を躊躇することにより，適切でない自殺が
増える可能性がある。
●むしろ，すべての自殺関与を処罰すべきとの批判
168　　創価ロージャーナル第13号
・ 「人間の生命は最高の価値である」という基本法の価値判断は，個人では
なく，国家を拘束するものであり自殺を禁止する趣旨ではないものの，自
殺が憲法秩序の中で積極的に評価されているわけではない。人間の尊厳に
基づき，国家は人間の生命を保護している。その上で，ある人間に生きる
価値がないと，本人はともかく，他人が評価することを国家は許してはな
らない。生命尊厳の見地に立ち戻るべきだ。
・ 国家は，生命及び人間の尊厳の保護義務に基づき，嘱託殺人だけでなく，
自殺教唆，自殺幇助をも違法として禁止すべきである。たしかに，従属性
の原則に基づくドイツ刑法では，自殺は違法でないことから，自殺幇助も
違法ではない。しかし，刑法上は区別される嘱託殺人と自殺幇助の差異
は，実際には流動的である。憲法上の観点から生命の保護と言うことを考
える場合，両者の相違は，程度の問題に過ぎない。自殺幇助の場合も幇助
者は他人の生命に価値がないと考えていることは同じであり，国家は生命
を守らなければならない。このことは自殺教唆にも当てはまる。生命はい
かなる状況のもとでも維持すべきものであるという考え方のもとで，自殺
教唆や自殺幇助を刑法で全面的に禁止することも不適切という訳ではな
い。
●217条の構成要件に対する批判
・営利な自殺の援助に限定せず，「業務」に拡大したことに対する批判。
・ 2 項において「自らは業務として行っていない者」・「自殺者と密接な間柄
にある者」が共犯として処罰されないとしたことに対する批判。区別の不
明確さ等。
5 ．おわりに
　被害者の意思決定が犯罪の成否に如何に影響をもたらすかという内容が，
私個人の一貫した研究テーマとなっている。その中で，一身専属的法益たる
生命に対しての処分の意思決定がどれだけ尊重されるべきものか，犯罪の成
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否に影響をもたらすものかについては各諸国で立場が異なっていることがわ
かり，その一方で，生命倫理に関するドイツの立場と日本の立場が，宗教観
の違い文化の違いはあれど，非常に似通っている印象を受けるに至った。
　日本においても安楽死や尊厳死を許容する法制化はなされていない現状が
あるが，将来的に自然な死に向けた意思決定を尊重し法制化すべきだとする
意見や，それに伴って，自然な死を迎えさせる業務団体が介入してくる可能
性も考えられる。
　今後，ドイツにおいて批判の多い刑法217条がこのまま残され，業務によ
る自殺援助罪の成立が問題とされる裁判例が集積されていく中で，医療現場
における尊厳死（臨死介助）を許容するための新たな法制化の動きも出てく
るのではないかと考えられるので，引き続き動向に注目し研究を進めていき
たいと考えている。
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